
Ⅴ．調査集計内容、方法等の説明 

 

調 査 票 

Ⅰ．沖縄企業のＣＳＲ意識についての質問票  （別様式）    
Ⅱ．経営者による総合力評価のチェックリスト （別様式） 
Ⅲ．財務諸表の様式、内容のチェックリスト  （別様式） 

 

１. 調査票の作成と参考資料 

 
（１）1. 第 15 回企業白書  「市場の進化」と社会的責任経営 

     企業の信頼構築と持続的な価値創造に向けて ― 企業評価基準 
2003 年３月  社団法人 経済同友会（東京経済同友会とする） 

 2. 2003日本企業のＣＳＲ：現状と課題 2004年１月自己評価レポート 
 3. 企業の社会的責任経営アンケート結果 
   九州経済同友会 2005年 3月調査（2004年 11月時点） 

 
上記 1.2の資料を参考にして作成した調査票によって、調査対象企業の経営
者に質問等を実施した。 
 

（２）中小企業の総合力評価チェックリスト 2004 年 7 月 日本公認会計士協会 

   中小企業金融円滑化のための施策に向けての提言 研究報告第 21号     

http://www.jicpa.or.jp 

 
  同資料による評点を一部改めて調査票を作成し、調査対象企業の経営者に

質問等を実施した。 
 
（３）中小企業の財務諸表の様式及び記載内容のチェックリスト   

2004 年 7 月 日本公認会計士協会 同報告 http://www.jicpa.or.jp 

  同資料によって調査対象企業の直近年度の財務状況について調査し、  

不備項目のあるものについては減点を行ない評点した。 
 
（４）その他の参考資料 

１．ムダとり   2002 年 5 月 冬幻舎 山田日登志著 

２．日経ビジネス 2004 年７月 26 日号 特集（尊敬される会社） 

３．ネクスト・ソサエティ 2002 年 5 月 ダイヤモンド社P.F.ドラッカー 著 上田惇生 訳 

４．ＧＲＩｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ･ﾘﾎﾟｰﾃｨﾝｸﾞ･ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ 2002（日本語版）ＧＲＩ日本ﾌｫｰﾗﾑ 

５．ＧＲＩ公的機関向け補足文書（日本語版） 2004 年 10 月 同上 

６．日本新生 - 21 世紀の切り札はＣＳＲ- 2004 年 6月 北星堂 末吉竹二郎著 

７．社会的責任投資とは何か  生産性出版 秋山をね著 

８．日本公認会計士協会経営研究調査会報告第 26号 

「ＣＳＲマネジメント及び情報開示並びに保証業務の基本的考え方について」 
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ＣＳＲ意識調査
（自己評価）

項　　目
05 (04) 05 (04)

①市場・顧客（20） 1,052 714 13.7 12.1
②環境・ムダ（20） 569 494 7.4 7.6
③労働・職場（20） 881 758 11.4 10.5
④社会・倫理（20） 331 270 4.3 3.7
⑤ガバナンス（20） 641 575 8.3 7.9

合　　計 3,474 2,811 45.1 41.8

総 合 力
（自己評価）

項　　目
05 (04) 05 (04)

①経営基盤（25） 1,500 1,429 19.5 19.5
②事業計画性（25） 1,334 1,329 17.3 18.1
③マーケティング（25） 1,298 1,303 16.9 18.1
④業績の把握（25） 1,535 1,500 19.9 20.6

合　　計 5,667 5,561 73.6 76.3

財務諸表表示
（客観的評価）

項　　目
05 (04) 05 (04)

①貸借対照表の様式（20） 1,125 1,030 14.6 14.1
②損益計算書の様式（20） 670 625 8.7 8.6
③貸借対照表項目の妥当性（20） 830 655 10.8 9.0
④損益計算書項目の妥当性（20） 565 415 7.3 5.7
⑤特定項目の妥当性（20） 1,110 985 14.4 13.5

合計 4,300 3,710 55.8 50.9

総　合　計 13,441 12,082 174.5 169.0

２. ＣＳＲ意識等調査集計表

合計点

合計点

合計点

平均点

平均点

平均点
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３．評価項目の選定 

 

沖縄企業のＣＳＲ意識の調査のために選定した評価項目は２５項目である。 

 

それは、経済同友会が２００３年３月に発表した第１５回企業白書「市場の進化と 

社会的責任経営」（企業の信頼構策と持続的な価値創造に向けて）の第５部資料編③ 

企業評価基準（評価シート）110 項目を主な参考資料として作成したものである。 

 

内容に若干の相違はあるが、区分別に比較すると次の通りである。 

 

 

 

（１）企業の社会的責任      企業評価基準   作成した 

                   項目数    （今回及び前回調査） 

1. 市 場           24       （ 5 ） 

 

2. 環 境           21       （ 5 ） 

 

3. 人 間           22       （ 5 ） 

 

4. 社 会           16       （ 5 ） 

               小計   83       （  20  ） 

 

 

 

（２）コーポレート・ガバナンス 

                   項目数    （今回及び前回調査） 

1．理念とリーダーシップ     6         － 

 

2．マネージメント体制      9         － 

 

3．コンプライアンス       8         － 

 

4．ディスクロージャーと     4       （ 5 ） 

    コミュニケーション                  

               小計   27        （  5  ） 

               合計   110       （  25  ）   
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４．調査集計企業の沖縄における位置 

 

   調査した企業 85先から会社を中心に７７先について集計した。 

   集計しなかった企業は協同組合、社会福祉法人、学校法人、個人等 8先である。 

   集計企業７７先のうち６７先は黒字企業で、黒字比率は８７％であった。 

 

（1） 公表指標との比較---平均総資産、平均売上高、平均従業員数等について

は調査集計企業の規模が比較的大きい 

（2） 同友会自己評価レポート2003との比較---同レポート企業（877社発送229

社回答）の最頻値である資本金 5 億円以上、上場企業、従業員 1 千人～5

千人、直近売上高 500 億円以上、平均設立年 1950 年頃等と比較すると調

査集計企業の規模は小さい 

 

 

本調査     県内指標      全国指標   

             05/10 04/10 

集計企業（ヶ所）      77  73     1,755       224,962 

 

  内黒字         67  63     1,092       110,262 

  黒字比率（％）     87  86       62          49 

 

平均総資産（百万円）   3,425 3,012      249          169 

平均自己資本（百万円）   536  535       43                  37 

自己資本比率（％）         15.6  17.8         17.3                21.9 

平均資本金（百万円）       131  128             15                  10 

 

平均売上高（百万円）     4,542 3,863           303                 215 

平均経常損益（百万円）      94  105              6                   3 

 

平均従業員数（人）         148  149           18.0                12.8 

平均設立年（西暦）    1979 1,979 

 

 
県内指標：沖縄県中小企業経営指標 平成 15年度版（平成 14年１月期～12月期決算） 

全国指標：TKC 経営指標 平成 16年指標版（平成 15年１月期～12月期決算） 
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5. 回答企業のプロフィール・経済同友会調査との比較

問１ 主たる業種 本調査
30 (27) 39.0% (131  57.2％)<73  45.1％>

　非製造業（それ以外の全業種） 47 (46) 61.0% ( 98　42.8％)<89  54.9％>
05 (04) （％） 05 (04) （％）

1.  農林水産 1 1 1.3 (1) <1> 2.  鉱業 0 0 0.0 (0) <1>
3.  建設 11 11 14.3 (19) <13> 4.  食品 0 0 0.0 (22) <13>
5.  繊維・衣服 0 0 0.0 (3) <0> 6.  パルプ・紙 0 0 0.0 (2) <0>
7.  化学 0 0 0.0 (18) <1> 8.  医薬品 1 0 1.3 (2) <1>
9.  石油・石炭 1 0 1.3 (3) <1> 10. ゴム・皮革 0 0 0.0 (0) <0>
11. ガラス・土石 0 0 0.0 (2) <2> 12. 鉄鋼 0 0 0.0 (1) <3>
13. 非鉄金属 0 0 0.0 (6) <1> 14. 金属製品 2 2 2.6 (3) <2>
15. 機械 0 0 0.0 (1) <1> 16. 電気機器 0 0 0.0 (25) <5>
17. 輸送用機器 0 0 0.0 (3) <0> 18. 精密機械 0 0 0.0 (6) <1>
19. その他製造 8 10 10.4 (3) <10> 20. 卸売業 10 7 13.0 (8) <10>
21. 小売業 10 10 13.0 (2) <18> 22. 銀行 0 0 0.0 (4) <14>
23. その他金融 0 0 0.0 (10) <4> 0 0 0.0 (6) <1>
25. 保険 1 0 1.3 (5) <0> 26. 不動産 7 7 9.1 (6) <6>
27. 輸送 6 4 7.8 (8) <8> 28. 倉庫 0 0 0.0 (1) <0>
29. 通信 0 0 0.0 (5) <0> 30. 電気・ガス 0 0 0.0 (3) <9>
31. マスコミ 2 2 2.6 (2) <6> 32. 情報サービス 0 0 0.0 (21) <7>

16 18 20.8 (23) <14> 34. その他 1 1 1.3 (5) <9>

問２ 創立年 本調査 　　・東京同友会 :九州同友会
05 (04) （％） （％） （％）

1.　1945年以前 0 0 0.0 117 51.1 66 45.5
2.　1946～69年 13 22 16.9 68 29.7 54 37.2
3.　1970～79年 14 14 18.2 7 3.1 10 6.9
4.　1980～89年 16 15 20.8 23 10.0 8 5.5
5.　1990年以降 24 22 31.2 14 6.1 6 4.1

問３ 資本金 本調査 ・東京同友会 :九州同友会
05 (04) （％） （％） （％）

1.　1千万円未満 9 9 11.7 1億円未満 8 3.5 50 34.5
32 32 41.6 1～5億円 23 10.0 34 23.4

3.　5千万円以上 36 32 46.8 5億円以上 195 85.2 59 40.7
※　不明 3 1.3 2 1.4

・（注）東京同友会調査　日本企業のＣＳＲ（現状と課題）　　　
― 自己評価リポート　2003 ― （経済同友会2004年1月調査）

：（注）九州同友会調査　　企業の社会的責任経営アンケート結果
2005年3月（2004年11月調査）

33. その他サービス

2.　1千万円以上5千万円未満

（東京同友会877社送付 229社回答）（九州同友会422社送付162社回答）

　製造業等(下記の1～19、27、30)
<:九州同友会>

24. 証券・商品先物

　　回答企業数　77(73)社

　　（・東京同友会）
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問４ 県内売上高ランキング 本調査 ･東京同友会 :九州同友会
05 (04) （％） （％） （％）

1.　100社外 65 62 84.4 非上場 62 27.1 37 25.5
2.　100社内ﾗﾝｷﾝｸﾞ 12 11 15.6 上場 162 70.7 107 73.8
3.　不明 不明 5 2.2 1 0.7

問５ 　本調査 ･東京同友会 :九州同友会
05 (04) （％）

1.　100社外 68 65 88.3 ― ―
2.　100社内ﾗﾝｷﾝｸﾞ 9 8 11.7 ― ―

問６ 従業員 　本調査 ･東京同友会 :九州同友会
05 (04) （％） （％） （％）

1.　30人未満 26 28 33.8 300人未満 30 13.1 73 50.3
26 24 33.8 300～1千人 41 17.9 34 23.4
20 17 26.0 1～5千人 92 40.2 26 17.9

4.　500人以上 5 4 6.5 5千人以上 66 28.8 12 8.3

問７ 直近売上高 　本調査 ･東京同友会 :九州同友会
05 (04) （％） （％） （％）

1.　5億円未満 22 23 28.6 50億円未満 16 7.0 16 7.0
14 13 18.2 50～100億円 9 3.9 9 3.9
28 28 36.4 100～500億円 52 22.7 52 22.7

4.　50億円以上 13 9 16.9 500億円以上 151 65.9 151 65.9
不明 1 0.4 1 0.4

問８ 外国人持株比率 　本調査  ･東京同友会 :九州同友会
05 (04) （％） （％） （％）

1.　10％未満 77 73 100.0 142 62.0 114 78.6
0 0 0.0 33 14.4 2 1.4
0 0 0.0 22 9.6 4 2.8
0 0 0.0 6 2.6 3 2.1
0 0 0.0 2 0.9 0 0.0

6.　50％以上 0 0 0.0 11 4.8 0 0.0
7.　不明 0 0 0.0 13 5.7 22 15.2

問９ 海外売上比率 　本調査 ･東京同友会 :九州同友会
05 (04) （％） （％） （％）

1.　10％未満 76 72 98.7 142 62.0 113 77.9
0 0 0.0 49 21.4 6 4.1
0 0 0.0 15 6.6 3 2.1

4.　50％以上 1 1 1.3 15 6.6 1 0.7
5.　不明 0 0 0.0 8 3.5 22 15.2

2.　10％以上30％未満

3.　30％以上50％未満

3.　10億円以上50億円未満

2.　10％以上20％未満

3.　20％以上30％未満

4.　30％以上40％未満

県内法人申告所得ランキング

2.　30人以上100人未満

3.　100人以上500人未満

2.　5億円以上10億円未満

5.　40％以上50％未満
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６.東京経済同友会、九州経済同友会との比較 

 

 

 

 沖縄企業のＣＳＲ意識の調査に当って、前回は２００４年１月調査、経済同友会（以

下、東京経済同友会）のみとの比較であったが、今回再調査を行うとともに、２００

５年３月九州経済同友会調査も加えて比較を行なった。 

 

 東京経済同友会と九州経済同友会の比較項目は１２項目でその結果は次の通りで

あった。 

 

    区分    項目    東京     九州    九州の評点大のところ 

   ①市場    2    6.0    5.2        － 

   ②環境    3    9.1    5.3        － 

   ③人間    3    6.0    5.6        － 

   ④社会    1    1.3    1.2        － 

   ⑤ＣＧ    3    6.4    5.7        － 

   評点計   12    28.8    23.0 

  (百分比)       (100)    (79.9) 

 

 市場からコーポレートガバナンス（ＣＧ）の各区分における比較において、１２項

目中、九州経済同友会が東京経済同友会を上回っている項目はなく、企業のＣＳＲ意

識という点では中央の高さが再確認できた感じがあった。 

 これは、同時に中央における取引の規模、国際性などとともに、不祥事の頻発と対

応の必要性なども影響しているものと思われる。 

 

 また、東京経済同友会等と沖縄を比較すると 

 

           本調査     東京経済同友会  九州経済同友会 

  調査時点   05/10   04/10    2004/01       2005/03 

  評点合計   39.5   36.6     52.5        23.0 

（分母評点）  （92）  （92）    （92）       （48） 

（評点百分比） 42.9％  39.8％    57.1％      47.9％ 

  百分比比較     75        70         100              84 

 

となり、この比較でも中央の高さが現われている。 

しかし乍ら、個々の区分を見ると本調査（沖縄）②環境、④社会等では大きな差が

あるが、③人間の点では遜色はなく、①市場、⑤コーポレートガバナンスなどの点に

おいても、その社会的規模から来るものかもしれないが意識の向上が見られる。 
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７．前回の評点との比較 

 

 今回の沖縄企業におけるＣＳＲ意識及び経営総合力の調査結果を前回と比較すると次の

通りである。（それぞれの区分において点は％と読み変え得る） 

 

 

          ＣＳＲ評点           経営総合力評点 

 

  全体     70 点から 75点へアップ    76.3 点から 73.6 点へダウン 

 

  個別  ①市場             ③マーケティング 

       77 点から 91点へアップ      72.4 点から 67.2 点へダウン 

       ＣＳＲ意識がアップしても業績には結びついていない。 

 

      ②環境             ①経営基盤と構造 

       59 点から 57点へダウン       78.0 点から 78.0 点変動なし 

 

      ③人間             ②事業計画と成長性 

       95 点から 105 点へアップ     72.4 点から 69.2 点大幅ダウン 

 

      ④社会             ② 

       33 点から 36点へアップ         〃 

  

      ⑤コーポレートガバナンス    ④財務諸表の理解 

       74 点から 79点へアップ     82.4 点から 80.0 点へダウン 

 

 

 ＣＳＲの評点は全体的に 5％アップしたのに対し、経営総合力の評点は逆に△2.7％ダウ

ンしたことになっている。 

 これは調査選定先の若干の変動（73社→77社）、事業成績等の変化（黒字比率86％→87％、

経営利益率 2.7％→2.0％、自己資本比率 17.8％→15.6％、平均総資産 30 億円→34 億円、

平均売上高 38 億円→45億円）もあり、重要な変化とは見なかった。 
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調査方法等の概要 
 
 
１. 調 査 票  Ⅰ．沖縄企業のＣＳＲ意識についての質問票   
           Ⅱ．経営者による総合力評価のチェックリスト  

Ⅲ．財務諸表の様式、内容のチェックリスト   
 
２. 評 価 項 目 
   Ⅰ. ①市場 ②環境 ③人間 ④社会 ⑤コーポレート・ガバナンス 
   Ⅱ. ①経営基盤 ②事業の計画性 ③マーケティング ④業績の把握  
   Ⅲ. ①B/S表示 ②P/L表示 ③B/S項目 ④P/L項目⑤特定項目の妥当性 
 
３. 調査集計企業 
   77社（前年 73社）、黒字企業は 67社 87％（63社 86％）で 10 社以上が売上

高、所得で県内 100社ランキングにあり、県内一般企業の公表指標と比較して売
上等の規模で約 10倍であった。（県内企業としてはレベルの高い方） 

             製造業 30社 39.0％、非製造業 47社 61.0％     
  経済同友会（東京）の調査 229社（上場企業が 162社） 
             製造業 131社 57.2％、非製造業 98社 42.8％    
  九州経済同友会の調査 162社   

製造業 45.1％、非製造業 54.9％               
  

４. 調査集計方法  調査集計内容、方法等の説明 
 

５. 参 考 資 料 
  ・社団法人 経済同友会（東京）企業評価基準とその調査結果 2004年 1月 
  ・九州経済同友会  企業の社会的責任経営アンケート結果 2005年 3月 
  ・日本公認会計士協会 中小企業の総合力評価チェックリスト    
    〃  財務諸表の様式及び記載内容のチェックリスト 
  ・山田日登志著 ムダとり 
   Ｐ.Ｆ.ドラッカー著  ネクスト・ソサエティ 
   日本公認会計士協会経営研究調査会報告第 26 号「CSR マネジメント及び情報

開示並びに保証業務の基本的考え方について」 
   末吉竹二郎 日本新生―21世紀の切り札は CSR 
   秋山をね著 社会的責任投資とは何か 
   日経ビジネス、GRIリポート 外 
 
 2004年 11月 6日  日本会計関連学会で報告 
 2004年 11月 12日 第１回調査まとめ分析 （約 30部配布） 
 2004年 11月 18日 第 2回調査まとめ分析 （約 100部配布） 
 2004年 12月 20日 第 3回調査まとめ分析 （約 50部配布） 
 2005年 4月 7日  第 4回調査まとめ分析 （約 50部配布） 
 2005年 7月 29日  第 5回調査まとめ分析 （約 100部配布） 

2006年 1月 26日  第 6回再調査まとめ分析（約 20部配布） 
2006年 4月 1日 第 7回再調査まとめ分析（約 200部配付） 
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ＣＳＲ調査のいきさつと集計作業の概要 
 
 
  2004 年 9月 2日 奥山正剛 大会準備委員長（沖縄大学教授） 

  豊岡隆 先生 （琉球大学名誉教授） 

  から、日本社会関連学会での記念講演依頼を受け、 

  沖縄企業のＣＳＲ(企業の社会的責任)について 

  まとめてはどうかとの示唆をいただく 

 

（第 1 回調査） 

 

 9 月 24 日～9 月 30 日 Ⅰ.第 1回調査ＣＳＲ意識調査表の作成と試行 

              Ⅲ.総合力調査票   〃 

 

 9 月 24 日～10 月 8 日 Ⅰ.ＣＳＲ意識とⅡ.総合力調査表の配布と回収 

  Ⅲ.財務諸表調査表の調査 

 

 10 月 20 日～10 月 31 日 Ⅰ.Ⅱ.Ⅲ.の集計とまとめ 

 

 2004 年 11 月 6日 日本社会関連会計学会第 17 回全国大会(2004.11.6～7)  

沖縄大学において記念講演を行う 

  全国から約 60名の学会会員が参加する 

 

  2004 年 12 月 24 日 社団法人 経済同友会 

   2003 日本企業のＣＳＲ（現状と課題） 

  2004 年 1 月自己評価リポートと比較検討した 

 

  2005 年 4月 7日 九州経済同友会 企業の社会的責任アンケート結果 

  （平成 17年 3月）と比較検討した 

 

（第 2 回調査） 

 

  10 月 18 日～12 月 8 日 Ⅰ.ＣＳＲ、Ⅱ.総合力、Ⅲ.財務諸表の調査 

  調査表の配布と回収 

 

  12 月 11 日～12 月 20 日 第 2回Ⅰ.Ⅱ.Ⅲ.の集計 

 

  2006 年 1月 31 日 第 2回Ⅰ.Ⅱ.Ⅲ.のまとめ 
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